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[用語解説]

中小法人

以下のいずれか

①資本金等１０億円未満の法人

②資本金等が定められていない場合は、常時使用する従業員数が

２，０００人以下の法人

個人事業者等

以下のいずれか

①個人で開業し、主たる収入を事業所得で確定申告した個人事業者

②雇用契約によらない業務委託契約等に基づく事業収入を主たる収

入として、雑所得又は給与所得で確定申告した個人事業者

酒類販売事業者等

以下のいずれか

① 申請時点において有効な酒税法（昭和１５年法律第３５号）第７

条に規定する酒類の製造免許を受けている者

② 申請時点において有効な酒税法（昭和１５年法律第３５号）第９

条に規定する酒類の販売業免許を受けている者

対象月
県内に緊急事態措置、まん延防止等重点措置が発令された令和３年８

月、９月

国の月次支援金

国の中小企業庁が実施している、緊急事態措置又はまん延防止等重点

措置に伴う「飲食店の休業・時短営業」や「外出自粛等」の影響によ

り、２０２１年の月ごとの売上が２０１９年又は２０２０年に同月比

で５０％以上減少した中小法人等・個人事業者等に対して給付を行う

制度

コールセンター：0120-211-240（8:30～19:00 土日、祝日含む全日）

県の協力金

県の危機管理部が実施している、緊急事態措置、まん延防止等重点措

置に伴う休業・時短要請に応じていただいた事業者（飲食店や商業施

設）に対し、協力金を給付する制度

コールセンター：050-5211-6111（9:00～17:00 土日、祝日含む全日）
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よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）

１ 制度について（一般枠・酒類事業者枠共通）

Ａ 静岡県に緊急事態措置、まん延防止等重点措置が適用されたことに伴う、飲食

店への休業・時短営業や県民の皆様への外出自粛等の要請の影響により、売上が

減少した県内の中小法人、個人事業主の方を支援するための制度です。

令和３年８月、９月の売上が、令和２年又は令和元年の同月に比べ、30%以上

50%未満減少している場合、中小法人 10 万円、個人事業主５万円（酒類事業者は

中小法人 20 万円、個人事業主 10 万円）を上限に、各月の売上減少額を給付しま

す。

国においては、緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響を受け、売上が

50%以上減少した事業者に「月次支援金」を給付しています。県の「応援金」は、

この国の「月次支援金」を補完し、その対象とならない事業者を幅広く支援する

ことを目的としています。なお、酒類事業者につきましては、酒類の提供停止要

請の影響を考慮し、売上減少割合に応じて国の月次支援金に上乗せを行う措置も

講じています。

Ａ できません。それぞれ対象となる事業者が異なります。

「静岡県新型コロナウイルス感染拡大防止協力金（以下、「協力金」）」は、休

業又は時短の要請を受けた飲食店、大型集客施設及びそのテナントが対象となり

ます。

「応援金」は、休業や時短営業の要請に応じていただいた飲食店との直接・間

接の取引がある事業者や、外出自粛等の影響を受けている事業者が対象となりま

す。休業や時短営業の要請の対象となっていない飲食店は、応援金の対象となり

得ます。

(Ｑ１－１) 応援金の概要について教えてください

(Ｑ１－２) 県の「協力金」と「応援金」の両方を受け取ることができますか
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Ａ 「一般枠」の場合、重複して受給することはできません。国の「月次支援金」

と県の「応援金」は、いずれも緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響を

受けて売上が減少した事業者に給付を行うものですが、それぞれ売上減少割合の

要件が異なります。

（売上減少割合の要件）

国「月次支援金」・・・・・50%以上

県「応援金」（一般枠）・・ 30%以上 50%未満

「酒類事業者枠」については、売上減少割合が 50%以上の場合は、国の「月次支

援金」に上乗せする形で、県の「応援金」を給付します。

Ａ できません。「応援金」（酒類事業者枠）は酒類製造業又は酒類販売業の免許を

お持ちの事業者が対象となり、その場合、「応援金」（一般枠）では対象外となり

ます。

Ａ できません。他都道府県の同種の給付金を受給しておらず、かつ今後も受給し

ないことが要件となります。

Ａ そうではありません。給付額は令和３年８月、９月の売上について、それぞれ

前年又は前々年の同月と比較して減少した分です。法人 10 万円、個人５万円は

給付の上限額です。

(Ｑ１－３) 国の「月次支援金」と県の「応援金」の両方を受け取ることができま

すか

(Ｑ１－４)「応援金」（一般枠）と「応援金」（酒類事業者枠）の両方を受け取るこ

とができますか

(Ｑ１－５)応援金と他県の同種の給付金の両方を受け取ることができますか

(Ｑ１－６) 県の応援金は、一般枠の場合、法人なら 10 万円、個人なら５万円が一

律給付されるのでしょうか
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Ａ ありません。個々の状況に応じて幅広くお使いいただけます。

Ａ 「応援金」は課税対象となります。詳細は最寄りの税務署にお問い合わせくだ

さい。

Ａ 「応援金」は、事業の継続の支援を目的とした制度であるため、申請時点にお

いて廃業を予定している場合は給付の対象となりません。ただし、「応援金」の

受給後、状況の変化により廃業した場合等は返還の義務はありません。

(Ｑ１－７) 応援金の使い道に制限はありますか

(Ｑ１－８) 応援金は課税対象となりますか

(Ｑ１－９) 応援金を受け取った後に廃業した場合、返還する必要がありますか
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２ 対象・要件について（一般枠・酒類事業者枠共通）

Ａ 「応援金」は、令和３年８月、９月に「緊急事態措置」、「まん延防止等重点措

置」が静岡県に適用されたことに伴う飲食店への休業・時短・酒類提供停止要請

や外出自粛の影響により、売上が減少した事業者が対象となります。主な要件に

ついては、以下のとおりです。（詳細は『申請要領』Ｐ３～７を御確認ください）

１ 事業者の属性についての要件

＜一般枠＞

静岡県内に本社のある中小法人又は静岡県内に住所のある個人事業者であ

ること

＜酒類事業者枠＞

上記に加え、酒類製造免許又は酒類販売免許を所持していること

２ 「緊急事態措置」及び「まん延防止等重点措置」の影響についての要件

＜一般枠＞

次の①又は②に該当すること

①休業・営業時間短縮の要請に協力した飲食店と直接・間接の取引があること

②不要不急の外出・移動の自粛、イベントの開催制限等の直接的な影響を受け

たこと

※要件に該当すれば、業種・地域を問いません。

＜酒類事業者枠＞

酒類の提供停止を伴う営業時間短縮要請等に協力した飲食店と直接・間接の

取引があること

３ 売上についての要件

＜一般枠＞

令和３年８月又は９月の売上が、令和２年又は令和元年の同月に比べ、30%

以上 50%未満減少していること

(Ｑ２－１) どのような事業者が応援金の対象となりますか。対象となる業種が決

まっているのですか
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＜酒類事業者枠＞

令和３年８月又は９月の売上が、令和２年又は令和元年の同月に比べ、30%

以上減少していること※１、又は２ヶ月連続で 15%以上減少していること※２

※１ 50%以上減少している場合は、国の「月次支援金」の給付上限額を控除

して応援金の給付額を算定します

※２ ２ヶ月連続 15%以上減少の２ヶ月とは、８月分の場合は７月と８月、９

月分の場合は８月と９月となります

４ 留意事項

以下に該当する場合等は給付対象外となりますので、ご注意ください。（詳

細は『申請要領』Ｐ８～９を御確認ください）

・県の「協力金」の給付対象の事業者

・公共法人、風営法に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務

受託営業を行う事業者、政治団体、宗教法人

・暴力団又はその関係者
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Ａ 「応援金」の対象にはなりません。休業や時短営業の要請の対象となる飲食店

は「協力金」の給付対象となります。「協力金」の給付対象である場合は、実際

の協力金の受給の有無にかかわらず、「応援金」の給付対象とはなりません。

Ａ 「応援金」の対象にはなりません。休業や時短要請に応じていただいた飲食店

との直接・間接の取引があることが要件となりますので、他にこれに該当する飲

食店との取引がなければ「応援金」の対象となりません。

Ａ 「応援金」の対象となります。休業・時短要請の対象外のため、「協力金」の

対象となりません。よって、要件を満たせば「応援金」の対象となります。

Ａ 「協力金」のみ対象となります。「応援金」は「月次支援金」と同様に、店舗

や部門単位でなく事業者単位での給付となるため、一部の店舗でも「協力金」の

給付対象であれば「応援金」の対象とはなりません。

Ａ 事業者単位で判定します。国の「月次支援金」と同様、「応援金」も店舗単位・

事業単位でなく、事業者単位で給付する制度です。特定の店舗・事業のみが売上

減少割合 30%以上 50%未満であったとしても、給付要件を満たしません。

(Ｑ２－２) 飲食店ですが、休業の要請がありましたが、休業せず営業を継続して

いるため協力金は受け取っていません。この場合、応援金の対象となりますか

(Ｑ２－３) 取引先の飲食店は休業・時短要請に応じていませんが、応援金の対象

となりますか

(Ｑ２－４) テイクアウトやデリバリーの専門店は応援金の対象となりますか

(Ｑ２－５) 飲食店（休業・時短要請対応中）と酒屋の両方を経営している場合は、

協力金、応援金両方の対象となりますか

(Ｑ２－６) 複数の店舗を経営していますが、売上減少割合は店舗単位、事業者（会

社）単位のどちらで判定されますか
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Ａ 「応援金」の対象となります。大手コンビニの直営店は対象外ですが、フラン

チャイズ経営の場合は、要件を満たせば対象となります。

Ａ 「応援金」の対象となります。個人の農業者、林業者、漁業者、農林水産関係

事業者も要件を満たせば対象となります。

Ａ 事業として行っている場合は要件を満たせば対象となります。事業として行っ

ているかどうかは、確定申告書の写し等を提出いただくことで確認させていただ

きます。

Ａ 「応援金」の対象となります。医療法人、農業法人、ＮＰＯ法人等、会社以外

の法人についても要件を満たせば対象となります。

Ａ 「応援金」の対象となります。学習塾に雇用されている場合は応援金の対象と

なりませんが、個人事業者として雇用契約によらない業務委託契約等に基づく収

入を主たる収入として雑所得・給与所得で確定申告している場合は、要件を満た

せば応援金の対象となります。

(Ｑ２－７) コンビニエンスストアは応援金の対象となりますか

(Ｑ２－８) 農林水産業を営む個人事業主は応援金の対象となりますか

(Ｑ２－９) フリーランスは応援金の対象となりますか

(Ｑ２－10) ＮＰＯや一般社団法人は応援金の対象となりますか

(Ｑ２－11) 委託契約に基づき働いている学習塾の講師は応援金の対象となります

か
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Ａ 被雇用者又は被扶養者でないことを給付要件としています。雑所得・給与所得

には様々な収入が含まれる可能性がありますので、個人事業者との同等性につい

て確認させていただくためです。

Ａ 静岡県内に本社のある中小法人又は静岡県内に住所のある個人事業者に事業

者単位で給付するため対象となりません。

なお、本社（本店又は主たる事務所）が静岡県内にあるとは、確定申告書記載

の納税地（個人にあっては確定申告書の「住所」欄上段に記載の住所）が静岡県

内であることをいいます。

Ａ 売上減少の要因が他県に発令された緊急事態措置等の影響によるもののみで、

静岡県に発令された緊急事態措置等の影響が全くない場合は対象外となります。

Ａ 売上減少割合等の要件を満たす場合は、自主的に休業している事業者であって

も、給付対象になり得ます。

(Ｑ２－12) 主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した個人事業者ですが、被

雇用者又は被扶養者でない必要がありますか

(Ｑ２－13) 本社は他県ですが静岡県内にも店舗があります。この場合、応援金の

対象となりますか

(Ｑ２－14) 他県に発令された緊急事態措置等の影響を受けて売上が減少した場合

も応援金の対象となりますか

(Ｑ２－15) 外出自粛の要請等により、個人顧客との取引が期待できないことから

自主的に休業していますが、この場合も応援金の対象となりますか
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Ａ 御社の取引先が主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行う事業者であ

って、その事業者が外出自粛等の影響を受けており、その影響が御社との取引に

も及んでいる場合は応援金の対象となり得ます。

Ａ 令和３年３月までに開業した中小法人・個人事業者が対象となるため、今回の

ケースは対象となりません。

Ａ 令和元年１月から令和２年 12 月までの間に設立した中小法人又は個人事業主

の場合、令和３年８月、９月の売上を、令和元年又は令和２年の法人設立又は開

業した月から同年12月までの月平均の売上と比較して算出することができます。

また、令和３年１月から同年３月までの間に設立した中小法人又は個人事業主

の場合は、令和３年８月、９月の売上を、令和３年の開業月から同年３月までの

月平均の売上と比較して算出します。

（詳細は『特例について』のＰ４～５を御確認ください）

(Ｑ２－16) 卸売業者ですが、直接消費者に商品を販売していないため、「外出自粛

等の影響を受けている」という要件に当てはまらないのでしょうか

(Ｑ２－17) 令和３年の４月に開業した事業者ですが、応援金の対象となりますか

(Ｑ２－18) 開業時期が令和２年 10 月である場合、売上減少割合はどのように算出

すればよいですか
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３ 申請手続について（一般枠・酒類事業者枠共通）

Ａ ８月分については９月中旬から、９月分については 10 月上旬からを予定して

います。受付期間は３ヶ月程度を予定しています。具体的な日程は未定ですが、

決定次第、当ホームページ等でお知らせします。

Ａ 申請方法は電子申請又は郵送となります。郵送で申請を行う場合、申請書類は

当ホームページからのダウンロード又は事務局からの郵送により入手してくだ

さい。

Ａ 所定の申請書のほか、売上が確認できる書類として確定申告書の写しや売上台

帳等の写し、本人確認書類の写しなどが必要となります。（詳細は『申請要領』

のＰ12 を御確認ください）

Ａ 書類の不備等がなければ、審査終了後、速やかに振り込みができるよう努めて

まいります。提出書類に不備や不足等がある場合、内容確認の御連絡や書類の追

加提出等をお願いすることとなり、給付までにお時間がかかることとなりますの

で、提出前に十分御確認をお願いいたします。

Ａ 静岡県応援金コールセンターにお問い合わせください。

０１２０－８８０－３８０（９：００～１７：００ 土日・祝日を含む全日）

(Ｑ３－１) 申請の受付はいつ始まりますか

(Ｑ３－２) 申請はどのように行えばよいですか。また、申請書類はどこで入手で

きますか

(Ｑ３－３) 申請のためにどのような書類が必要となりますか

(Ｑ３－５) 申請手続について分からないことがあった場合、どこに問い合わせれ

ばよいですか

(Ｑ３－４) 申請からどのくらいの期間で給付されますか
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４ 酒類事業者関係（酒類事業者枠）

Ａ 国税庁に対し、酒類製造免許、酒類販売業免許取得者かどうか県から直接確認

いたします。申請者側で免許の有無を証明する書類を添付する必要はありません

が、申請書の申請区分欄では必ず酒類事業者枠を選択してください。

Ａ 売上に含める必要はありません。ただし県の「応援金」の給付額の算定の際に、

対象月の売上減少額から国の「月次支援金額」を差し引き、その額が応援金の給

付上限額未満であればその額を、上限額を超える場合は上限額までを給付します。

Ａ 売上減少割合が 30%以上 50%未満の場合と同様になります。すなわち、当該月

の売上減少額と給付上限額（法人 20 万円、個人 10 万円）のいずれか低い方の額

となります。

(Ｑ４－１) 酒類製造免許、酒類販売免許の有無はどのように確認するのですか

(Ｑ４－２) 国の月次支援金は令和３年８月、９月の売上に含めて計算するのです

か

(Ｑ４－３) 売上減少割合が２ヶ月連続で 15%以上減少している場合、応援金の給

付額はどのように算出するのですか


